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丸亀市協働のまちづくりに関する市民活動団体アンケート報告書（概要） 

  

 

（１）調査目的 

「第２次丸亀市協働推進計画（仮称）」（計画期間：令和６年度～10 年度）を策定

するに当たり、協働の担い手となる市民活動団体の協働に関する現状と認識、課題

などを把握し、今後の市の施策や事業を考えるうえでの基礎資料とする。 

（２）調査対象 

    マルタスに登録している市内に事務所を有する市民活動団体、社会福祉協議会が

把握している市内のボランティア団体   

（３）実施期間 

    令和５年５月 10日～令和５年５月 31日 

（４）実施方法 

    郵送配布・インターネット回答/郵送回収 

（５）回収結果 

    配布数…147 票、回収数…77 票、回収率…52.4％ 

（６）質問内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ  調査概要 

問１

問２

問３

問４

問５

問６

問７

問８

問９

問10

問11

問12

問13

問14

問15

問16

問17

問18

問19

問20

問21

問22

問23

問24

問25

問26

項　目 質問内容

団体の種別

活動分野

情報発信の手段

活動する中で困っていること

活動年数

 1 団体について

構成人数

活動頻度

主に活動する施設や場所

 7 自由意見 自由意見

4 市の事業について

5 保険加入について 何らかの保険に加入しているか

市民活動保険制度について知っているか

市が市民活動保険制度に加入した場合の影響

6 市民交流活動センター

「マルタス」について

マルタスを利用したことがあるか

マルタスの利用目的

マルタスの利用頻度

マルタスに対して今後望む支援

 2 市との協働について

ステップアップ補助事業と提案型協働事業の認知状況

 3 市以外の団体との協働

について

市以外の団体と協働で事業を行ったことがあるか

事業を行った団体について

他団体と協働して良かった点

以前から「協働」という言葉を知っていたか

市と協働して事業を行ったことがあるか

市と協働して良かった点

市との協働についての考え

協働を必要と思わない理由

市と協働して課題に感じた点
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法人格のない

任意団体

55.8%

特定非営利活動

法人（NPO法人）

27.3%

公益財団法人

1.3%

公益社団法人

1.3%

一般社団法人

1.3%

その他

11.7%

無回答

1.3%

全体（n=77)

 

 

１ 団体について 

（１）団体の種別                 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）活動分野 

   

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.1

19.5

16.9

10.4

5.2

3.9

3.9

2.6

2.6

1.3

1.3

1.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

9.1

0.0

0% 10% 20% 30%

子どもの健全育成

保健、医療又は福祉の増進

学術、文化、芸術又はスポーツ

まちづくりの推進

人権の擁護又は平和の推進

社会教育の推進

環境の保全

観光の振興

職業能力開発、雇用機会の拡充

農山漁村、中山間地域の振興

地域安全活動

科学技術の振興

災害救援活動

国際協力

男女共同参画社会形成

情報化社会の発展

経済活動の活性化

消費者の保護

その他

無回答

全体（n=77）

36.4

31.2

24.7

19.5

16.9

15.6

13.0

11.7

9.1

7.8

7.8

7.8

7.8

6.5

3.9

3.9

2.6

2.6

3.9

19.5

0% 10% 20% 30% 40%

まちづくりの推進

子どもの健全育成

社会教育の推進

学術、文化、芸術又はスポーツ

人権の擁護又は平和の推進

環境の保全

観光の振興

国際協力

男女共同参画社会形成

保健、医療又は福祉の増進

地域安全活動

経済活動の活性化

職業能力開発、雇用機会の拡充

情報化社会の発展

農山漁村、中山間地域の振興

科学技術の振興

災害救援活動

消費者の保護

その他

無回答

全体（n=77）

【代表的な活動分野】 【その他の該当分野】 

団体の種別は、「法人格のな

い任意団体」が 55.8％と最も高

く、次いで「特定非営利活動法

人（NPO 法人）」が 27.3％、「公

益財団法人」、「公益社団法人」

が 1.3％となっています。 

代表的な活動分野は、「子どもの健全育成」が 22.1％と最も高く、次いで「保

健、医療又は福祉の増進」が 19.5％、「学術、文化、芸術又はスポーツ」が 16.9％、

「まちづくりの推進」が 10.4％と続いています。 

 その他の該当分野は、「まちづくりの推進」が 36.4％と最も高く、次いで「子

どもの健全育成」が 31.2％、「社会教育の推進」が 24.7％、「学術、文化、芸術又

はスポーツ」が 19.5％と続いています。 

Ⅱ  調査結果 
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10人未満

13.0%

10人以上

20人未満

40.3%

20人以上30人未満

13.0%

30人以上50人未満

10.4%

50人以上100人未満

9.1%

100人以上

13.0%

無回答

1.3%

全体（n=77)

週に５日以上

23.4%

週に３，４日程度

1.3%

週に１，２日程度

16.9%

２週間に１回程度

14.3%

月に１回

程度

22.1%

数か月に

１回程度

18.2%

その他

2.6%

無回答

1.3%

全体（n=77)

（３）活動年数              （４）構成人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）活動頻度                

 

 

 

 

 

 

 

（６）主に活動する施設や場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年未満

1.3% １～３年未満

13.0%

３～５年未満

3.9%

５～10年未満

18.2%
10～20年

未満

24.7%

20年以上

39.0%

全体（n=77)

24.7%

6.5%

13.0%

6.5%5.2%

11.7%1.3%

5.2%

2.6%

22.1%

1.3%

全体（n=77)

団体の事務所

会長や会員の自宅

マルタス（丸亀市市民交流活動センター）

市内のコミュニティセンター

ひまわりセンター

生涯学習センター

自治会の集会場

貸会議室などの民間施設

WebやSNSなどのインターネット上

その他

無回答

 活動年数は、「20 年以上」が 39.0％と

最も高く、次いで「10～20 年未満」が

24.7％、「５～10 年未満」が 18.2％、「１

～３年未満」が 13.0％と続いています。 

 構成人数は、「10 人以上 20 人未満」

が 40.3％と最も高く、次いで「10 人

未満」、「20 人以上 30 人未満」、「100

人以上」が 13.0％と続いています。 

 活動頻度は、「週に５日以上」が

23.4％と最も高く、次いで「月に１

回程度」が 22.1％、「数か月に１回

程度」が 18.2％、「週に１，２日程

度」が 16.9％と続いています。 

 主な活動場所は、「団体の事務所」が 24.7％と最も高く、次いで「マルタス（丸

亀市市民交流活動センター）」が 13.0％、「生涯学習センター」が 11.7％、「会長や

会員の自宅」、「市内のコミュニティセンター」が 6.5％と続いています。 
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（７）情報発信の手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）活動する中で困っていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

63.6

41.6

35.1

18.2

16.9

15.6

13.0

13.0

5.2

3.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

チラシやパンフレット

ホームページ

TwitterやインスタグラムなどのSNS

マスコミ（新聞、テレビの

ニュースなど）への情報提供

口コミ

地域タウン誌への情報掲載

街頭やイベント会場での広報活動

会員等へのメールマガジン

その他

情報発信はしていない

無回答

全体（n=77）

33.8

33.8

33.8

16.9

14.3

13.0

11.7

9.1

5.2

3.9

3.9

2.6

1.3

7.8

13.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40%

会員の減少

会員の高齢化

活動資金の不足

市民等に活動が認知されていない

リーダー、役員の不足

活動の停滞、縮小

活動する施設、場所の不足

行政の理解、協力が得られない

他の団体との情報交換の機会がない

活動にあたっての知識、情報の不足

団体運営に必要な知識の不足

事務所などの活動拠点が確保できない

相談相手がいない

その他

困っていることはない

無回答

全体（n=77）

 情報発信の手段は、「チラシやパン

フレット」が 63.6％と最も高く、次い

で「ホームページ」が 41.6％、「Twitter

やインスタグラムなどの SNS」が

35.1％、「マスコミ（新聞、テレビの

ニュースなど）への情報提供」が

18.2％と続いています。 

 活動する中で困っていること

は、「会員の減少」、「会員の高齢

化」、「活動資金の不足」が 33.8％

と最も高く、次いで「市民等に活

動が認知されていない」が

16.9％と続いています。 
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ある

40.3%

ない

58.4%

無回答

1.3%

全体（n=77)

２ 市との協働について 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問 9：以前から「協働」という言葉を知っていたか】 【問 10：市と協働して事業を行ったことがあるか】 

 アンケート回答以前から「協働」という言葉を知っていたかについては、「内容をあ

る程度知っていた」が 53.2％と半数以上を占め、「内容は分からないが、聞いたこと

はあった（24.7％）」と合わせると、言葉の認知度は８割近くとなっています。 

 一方で、市と協働して事業を行ったことがあるかについては、「ある」が 40.3％と

なっており、「協働」の認知度に比べると低い割合となっています。 

内容をある

程度知って

いた

53.2%

内容は分からないが、

聞いたことはあった

24.7%

知らな

かった

20.8%

無回答

1.3%

全体（n=77)

 市と協働して良かった点について、「お互いの専門性を生かすことができた

（41.9％）」、「自団体だけで行うより事業規模が拡大できた（41.9％）」、「地域課題の

解決など成果を挙げることができた（38.7％）」等の回答が多く、反対に「特にない」

は 3.2％にとどまっており、協働した団体の多くがメリットを感じていると考えられ

ます。 

41.9

41.9

38.7

35.5

32.3

12.9

9.7

3.2

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

お互いの専門性を生かすことができた

自団体だけで行うより事業規模が拡大できた

地域課題の解決など成果を挙げることができた

市の職員と知り合う機会ができた

団体の社会的な認知度や信用度が上がった

構成員のスキルが上がった

その他

特にない

無回答

全体（n=31）

【問 11：市と協働して良かった点】 
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積極的に

協働したい

33.8%

今後、充実させてい

くことが望ましい

45.5%

協働は必要と

思うが、あまり

やりたくない

14.3%

協働は必要と思わない

3.9%

その他

2.6%

全体（n=77)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市と協働して課題に感じた点は、「特にない」が 45.2％と高くなっていますが、「情

報共有や対話が十分にできなかった（16.1％）」、「お互いの立場を理解することができ

なかった（16.1％）」といったコミュニケーション不足が要因と考えられる課題も挙げ

られています。協働経験のある団体の声等も活用して協働のメリットを発信すると同

時に、協働した際のコミュニケーション不足という課題を改善していく必要があると

考えられます。 

【問 12：市と協働して課題に感じた点】 

16.1

16.1

12.9

12.9

9.7

6.5

0.0

45.2

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

情報共有や対話が十分にできなかった

お互いの立場を理解することができなかった

事業の目的、目標が共有できなかった

役割分担がうまくできなかった

書類の作成が大変だった

活動内容に制約ができた

その他

特にない

無回答

全体（n=31）

 市との協働についての考えは、「今後、充実させていくことが望ましい」が 45.5％

と最も高く、「積極的に協働したい（33.8％）」と合わせると、約８割の団体が市との

協働に前向きな考えを持っていることがわかります。「協働は必要と思わない」と回答

した団体は３団体のみでしたが、その理由として「活動内容に制約を受けると思うか

ら」、「補助金等の対象経費が限られており、使い勝手が悪いと思うから」等が挙げら

れており、市との協働に前向きな団体に働きかけると同時に、協働する際に団体の活

動や考えを妨げるというイメージを払拭していく必要があると考えられます。 

【問 13：市との協働についての考え】 
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ステップアップ補助

事業のみ知っている

11.7%

提案型協働事業

のみ知っている

3.9%

両方知って

いる

40.3%

両方知らない

42.9%

無回答

1.3%

全体（n=77)

知っている

13.0%

名前は聞いた

ことがある

22.1%知らない

62.3%

無回答

2.6%

全体（n=77)

３ 市の事業について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 保険加入について 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の事業であるステップアップ補助事業と提案型協働事業の認知状況については、

「両方知らない」が 42.9％と最も高く、次いで「両方知っている」が 40.3％、「ステッ

プアップ補助事業のみ知っている」が 11.7％、「提案型協働事業のみ知っている」が

3.9％となっています。 

【問 18：ステップアップ補助事業と提案型 

協働事業の認知状況】 

市民活動保険制度については、「知らない」が 62.3％と最も高く、次いで「名前は聞

いたことがある」が 22.1％、「知っている」が 13.0％となっています。 

市が市民活動保険制度に加入した場合の影響については、「より安心して活動ができ

るようになる」が 54.5％と最も高く、次いで「制度の対象になる活動への参加を呼び

かけやすくなる」が 20.8％と、市民活動にとって良い影響があると考える意見が多く

なっています。 

【問 20：市民活動保険制度について 

知っているか】  

【問 21：市が市民活動保険制度に加入した場合の影響】  

54.5

20.8

11.7

9.1

7.8

3.9

15.6

5.2

0% 20% 40% 60%

より安心して活動ができるようになる

制度の対象になる活動への

参加を呼びかけやすくなる

団体の活動の幅が広がる

イベントや行事等への参加者については

対象にならないので、特に影響はない

制度の対象となる活動を行って

いないので、特に影響はない

その他

分からない

無回答

全体（n=77）
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５ 市民交流活動センター「マルタス」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問 22：マルタスを利用した 

ことがあるか】 

【問 23：マルタスの利用目的】 

マルタスの利用状況について、「ある」が 80.5％となっており、その利用目的として

は、「会議室や印刷室などの利用による自団体内の活動の実施（50.0％）」、「市民活動

の実施（45.2％）」等が多くなっており、活動の場としての利用が多いと考えられます。 

ある

80.5%

ない

19.5%

全体（n=77)

50.0

45.2

33.9

14.5

8.1

8.1

0.0

0% 20% 40% 60%

会議室や印刷室などの利用による

自団体内の活動の実施

市民活動の実施

チラシの設置による情報発信

市民活動や市民活動団体に関する情報収集

市民活動や自団体の運営などに関する相談

その他

無回答

全体（n=62）

マルタスに対して今後望

む支援としても「団体の活動

場所の提供（41.6％）」が最も

高くなっていますが、次いで

「行政とのネットワークづ

くり（29.9％）」、「市民活動へ

の理解と参加を促すための

啓 発 ・ 情 報 発 信 活 動

（26.0％）」と続いており、活

動場所の確保という現在の

利用目的を維持しつつ、市と

の協働や、マルタス利用者に

対する市民活動への理解促

進の機会づくりが期待され

ていると考えられます。 

【問 25：マルタスに対して今後望む支援】 

41.6

29.9

26.0

24.7

24.7

22.1

20.8

20.8

19.5

18.2

6.5

2.6

13.0

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

団体の活動場所の提供

行政とのネットワークづくり

市民活動への理解と参加を促すための

啓発・情報発信活動

団体の情報発信の場の提供

行政や財団等の助成金についての情報提供

運営に対してのアドバイスや役立つ情報提供

ステップアップ補助事業や提案型協働事業の

説明、申請に関してのアドバイス

他団体とのネットワークづくり

ボランティアの紹介

市民活動へ参加する人材の育成

マルタス以外の活動場所や施設の紹介

その他

特にない

無回答

全体（n=77）


